
【別記１】
合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に
供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定申請書
令和　　　年　　　月　　　日 
宮崎県造林素材生産事業協同組合
理事長　　　　　　　　　　殿 
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申　請　者） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者の所在地： 
　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者の名称： 
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　      話：
                                      携  帯  電  話：
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ    Ａ    Ｘ ：
メールアドレス：
貴団体の認定を得て合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する木質バイオマスの証明を行いたいので、合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定実施要領に従い、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 
記 
１ 創業年、従業員数 
創業年：　　　　　　　年　　　月　　　日創業、従業員数：　　　　　　人
２ 取り扱う木材・木材製品の主要品目、年間取扱数量
主要品目：　　　　　　　　　　 、年間取扱数量： 
３ 事業所の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置状況
（別添：適宜作成）
４ 分別管理及び書類管理の方針 
（別添１） 
５ その他（注）（別添：適宜作成） 
注：その他には、資格（ＩＳＯ、ＪＡＳ等）を持っていれば記入してください。
【別記１ア】
合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する
木質バイオマスの証明に係る事業者認定申請書（継続）
令和 　　年 　　月 　　日
　宮崎県造林素材生産事業協同組合
　　理事長　　　　　　　　　　殿　 
　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
事業者の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
電　　    話：   　　                               
携 帯 電 話：
Ｆ   Ａ   Ｘ：   　　                               

メールアドレス：
認定番号：宮崎県造素協第　　　　　　　号                     
　貴団体の認定を得て合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する木質バイオマスの証明を継続して行いたいので、合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定実施要領に従い、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 
記
１ 創業年、従業員数：　　　　　　　年　　　月　　　日創業、従業員　　　　　　人
２ 取り扱う木材・木材製品の主要品目、年間取扱数量　
	
	品　目
	年 間 取 扱 量

	
	原木・製材品
	　　　　　　　　　㎥

	
	原木・チップ
	　　　　　　　　トン


３ 過去３年間の木材・木材製品、間伐材及び発電利用に供する木質バイオマスの取扱実績量
	年　度
	         ㎥
	       トン

	       年 度
	
	

	       年 度
	
	

	       年 度
	
	


４ 事業所の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置状況 （別添：見取り図作成） 
５ 分別管理及び書類管理の方針 （別添１）
６ その他（注） 
注：その他には、資格（ＩＳＯ、ＪＡＳ等）を持っていれば記入してください。      

【別記２】
同　意　書
　私は、宮崎県造林素材生産事業協同組合（以下「貴団体」と言う。）が制定した合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定実施要領を遵守します。
　また、私の伐採行為に関して行政機関等から指導等を受けた場合は、貴団体が、行政機関等から、関係資料を入手すること（交付や貸出を受けること、資料の複写やデジタルカメラによる撮影を行うこと等）、及び、指導等の顛末、その他の事情につき、説明を受けることに同意します。
　また、貴団体から認定の停止または認定の取り消し（以下「認定の停止等」という）を受けた場合、事業者名、認定の停止等の事実、認定の停止等の理由等を、貴団体のホームページ等に公表されることにも同意します。
           令和　　年　　月　　日
                      事業者所在地：              
                      事業者の名称：               
　　　　　　　　　　　代表者の氏名：                      ㊞  
　　　　　　　　　　　団体認定番号：                       
【別添１】
分別管理及び書類管理方針書
事業者名 　　　　　　　　　　　　　
令和 　　年　　 月 　　日　作成 
　本方針書は、宮崎県造林素材生産事業協同組合が作成した「合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供する木質バイオマスの証明に関する自主行動規範（令和６年１月15日）」を受け、木材・木材製品の合法性・持続可能性の証明のためのガイドライン（以下「合法性ガイドライン」という）に基づき証明する木材・木材製品（以下「合法木材」という。）、間伐材チップの確認のためのガイドライン（以下「間伐材ガイドライン」という）に基づき確認する間伐材及び発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン（以下「発電用ガイドライン」という）に基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスの供給に当たって必要となる分別管理の方針を定めたものである。 
（適用範囲） 
本方針書は、　　　　　　　　　　　　　  において、原木等の取扱いに当たって適用する。 
（分別管理責任者） 
・　分別管理を適切に行うため、　　　　　　　　　　　を分別管理責任者として定める。
・　分別管理責任者は、合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材及び発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスの適切な分別管理及びその実施状況の点検を、責任をもって行うものとする。
（分別管理の実施） 
・　原木の入荷に当たっては、納品書等により合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材及び発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスであるか否かを確認する。
・　原木の保管に当たっては、合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材及び発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスが互いに、かつそれ以外の木材と混在しないように、それぞれの保管場所をテープや標識等により明示する。
<分別管理場所を自社で有していない場合>「　　　　　で管理」
合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材及び発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスが互いにかつ、それ以外の木材と混在のおそれがある場合には、保管場所は特定できないが伐採林地内等に土場を確保し、それぞれの木材が混在しないよう分別管理をする。
・　原木等の出荷に当たっては、合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材、発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスであることを確認の上、納品書に記載する。 
（書類管理） 
・　分別管理責任者は、合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材、発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマス及びそれ以外の木材について、それぞれに係る原木取扱量を実績報告として取りまとめる。 
・　合法木材、間伐材ガイドラインに基づき確認する間伐材、発電用ガイドラインに基づき証明する間伐材由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスの入出荷及び在庫に関する情報が把握できるよう管理簿を備え付け適切に記載する。 
・　証明書、納品書及び管理簿等の関係書類は、５年間整理保管する。 
　　　　　　　　                                                【別添２】
誓　約　書
私は、貴団体への事業者認定の申請等に伴い、下記事項について誓約します。
（１）私又は自社役員等は、現在又は将来にわたって、次の各号の反社会的勢力にも該当しません。
①暴力団
②暴力団員
③暴力団準構成員
④暴力団関連企業
⑤暴力団員が役員となっている事業者
⑥暴力団員であることを知りながら、その者を雇用、使用している者、
下請や購入の契約等を締結している者
⑦反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係をもつ、役員又は経営に
関与している者
⑧その他前号に準ずる者
（２）私又は自社役員等は、自ら又は第三者を利用して次の各号に該当する行
為は行いません。
①暴力的な要求行為
②法的な責任を超えた不当な要求行為
③取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
④風説を流布し、偽計を用いて貴団体の信用を毀損し、又は貴団体の業務を
妨害する行為
⑤その他前号に準ずる行為
（３）私は、これら（１）、（２）の各項のいずれかを満たさないと認められることが判明した場合及び、この誓約が虚偽の申告であることが判明した場合は、催告なしに認定が取消され又は取引が停止され又は取消を公に公表されても一切の異議を申し立てず、貴団体に対して一切の損害賠償ないし補償を請求しないとともに、これらの損害が生じた場合は、一切私又は自社の責任とすることを誓約します。
令和　　年　　月　　日
宮崎県造林素材生産事業協同組合　
理事長　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　
事業者の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　
事業者の名称 ： 　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名 ： 　　　　　　　　　　　　　　　㊞
 　　　　　　　　　　　　　　　
【別添３】
合法性・持続可能性の証明、間伐材の確認及び発電利用に供
する木質バイオマスの証明に係る事業者との連絡における
委任状兼承諾書
　１ 　私は、次の者を代理人と定め、電話連絡等に関する件を委任します。
      代理人（受任者）  住  所
　　　　　　　　 氏  名                          ㊞
                       申請者との関係
                       電 話 番 号
                       携 帯 番 号
                       F A X 番 号
  ２   私は、代理人を通じて電話・FAXによる連絡を受けることを承諾しました。
令和　　年　　月　　日
   宮崎県造林素材生産事業協同組合　理事長　殿
　　　申請者（委任者）   住  所
                       　　 氏  名                          ㊞
　　　　　　　　　　　　　

